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0. コンソーシアム内における各主体の役割分担

千代⽥化⼯(CYD)RITE JERA

• マーケティング・市場調査
• プロセスのコストダウン検討
等を担当

CYDの社会実装に向けた取組内容

• CO2分離回収プロセスの開発
• 商業機の概念設計とR&D⽅針への

フィードバック
• ベンチ・実ガス試験装置の設計・運転
• 商業機の試設計
• CCUS*1)とのインテグレーションの検討

• CCUS*1)とのインテグレーション検討の
サポート

• 新規固体吸収材のコストダウン検討
等を担当

• 全体システムの検討
• JERAゼロエミッション2050⽇本版ロードマッ

プに沿った事業化検討
等を担当

• 天然ガスタービン排ガス向け新規固体
吸収材の開発

• 新規固体吸収材量産⽅法の開発

• ⽕⼒発電所とのインテグレーション検討
• 事業計画の策定
• ⽕⼒発電所での実機実証試験

RITEの社会実装に向けた取組内容 JERAの社会実装に向けた取組内容

本プロジェクトの⽬的︓天然ガスタービン排ガスからの低コストCO2分離・回収プロセス商⽤化の実現

共同研究開発共同研究開発

プロセス開発を担当吸収材開発を担当

CCUS*1) : Carbon Capture Utilization and Storage

⽕⼒発電所での実ガス実証試験を担当
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千代⽥化⼯建設における
本研究開発の位置づけ
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1. 事業戦略・事業計画／千代⽥化⼯建設のこの分野における取組

中期経営計画「再⽣計画〜再⽣と未来に向けたビジョン〜」アップデートについて
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1. 事業戦略・事業計画／千代⽥化⼯建設のこの分野における取組

事業戦略について -事業領域-
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1. 事業戦略・事業計画／千代⽥化⼯建設のこの分野における取組

エネルギーと環境の調和を⽬指して

千代⽥化⼯建設は、⽔素・アンモニア、炭素循環等への取組を加速させるために、フロンティアビジネス本部を2019年に設⽴。
本案件は、下記の「基本⽅針」に基づき取り組んでいる。

＜フロンティアビジネス本部の基本⽅針＞
これからの社会・産業課題を解決する技術を、顧客・パートナーの皆様と共創し、これをシステム/サービス/ライセンスとして提供する
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本研究開発の取組について
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3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、専⾨部署にチームを設置

組織内体制図
研究開発責任者と担当部署
• 本事業管掌本部/全体責任者

– フロンティアビジネス本部本部⻑
– 本事業の進捗、KPI達成モニタリング、経営者へのレポーティング等を担当

• 担当チーム
– 技術開発部プロセス開発セクション︓CO2回収プロセス開発を担当
– 事業創造部︓本事業ビジネスモデル開発及びマーケティングを担当

部⾨間の連携⽅法
• 関連部内は全体進捗共有に係るミーティングの設営に加え、課題別にミーティング
を設営しての連携を⾏う。

• 関連部-本部間はミーティングを設営しての連携を⾏う。
• 本部及び経営層間は本事業を含む定例報告会にて連携し、必要に応じ経営
諮問会議での報告等を⾏う。

組織内の役割分担
（本事業コミット経営者）

代表取締役社⻑

技術開発部 事業創造部

（ビジネスモデル開発担当）
炭素循環事業室

経営諮問会議

（本事業管掌本部/全体責任者）
フロンティアビジネス本部

Tier 1

Tier 2

Tier 3

（プロセス開発・
実証試験担当）

プロセス開発セクション

（ベンチ試験担当）
研究開発センター

連携

研究開発所掌部 事業開発所掌部

（知財戦略担当）
経営企画部
知財セクション

代表取締役副社⻑
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（１）経営者等による具体的な施策・活動⽅針

（２）経営者等の評価への反映
• 先述の通り、本事業は当社中期経営計画における重点対応分野の⼀つに含まれてい

ること、また本事業の採択後には当社経営者は本事業の推進をステークホルダーに対し
てコミットすることになることから、そのコミットメント達成如何は、当社中期経営計画の進
捗に対する評価、及び、当社経営への評価にも直結する。

経営者等による「天然ガス燃焼排ガスからの低コストCO2分離・回収プロセス商⽤化の実現」事業への関与の⽅針

• 経営者のリーダーシップ
– 中期経営計画を2021年にアップデートした中、カーボンニュートラル化に関連する事業を

含む新規事業領域について2030年断⾯における全体の当社利益の内、50％程度まで
伸⻑させることを掲げており、これに関連して当社代表取締役会⻑兼社⻑ 榊⽥ 雅和
がリーダーシップを持って本事業を推進する。
(https://www.chiyodacorp.com/ir/20210507-1_J.pdf)

– 本事業が採択されたことで、本年5⽉13⽇にプレスリリースを実施、当社事業計画として
公表し、これ以降、当社経営が本事業に係る経営戦略上の重要性を踏まえ、新聞/業
界紙等の各種インタビューを受ける形で社内外ステークホルダーに対して発信を⾏っている。
また、本事業による成果については、カーボンニュートラル化に向けたバリューチェーン構築
の中で重要なポートフォリオとなることを同時に発信する。

– 上述の推進・開⽰・発信に当たり、当社経営はガバナンスイノベーションやイノベーションマ
ネジメントシステムを⼗分に担保し、柔軟な組織改編や産学連携を推奨していく。

• 事業のモニタリング・管理
– 当社経営層が定期的に本事業の進捗を把握する為、隔⽉のモニタリング会議と、⽉2回

開催されている定例経営諮問会議への適宜報告等を⾏う体制を構築済み。

– 当社経営者からの事業の進め⽅・内容に係るタイムリーな指⽰の授受等は、上記の隔
⽉モニタリング会議を活⽤する。また、本事業のKPIの達成に向けての重要な指摘等は、
本事業も 対象とした当社経営サイクルに沿った半年毎のマネジメント・レビュー会議で協
議・確認する

– 事業進捗を判断するにあたっての幅広い意⾒の取り込みにあたり、上述の隔⽉モニタリン
グ 会議では、本事業の担当本部（フロンティアビジネス本部）に加え、他本部の各本
部⻑も出席することで、活発な意⾒交換を⾏う。

（３）事業の継続性確保の取組
• 本事業は2030年断⾯及びそれ以降を⾒据えた当社⻑期成⻑戦略に位置付けられる

こと、また、本事業採択後には本事業の推進をステークホルダーにコミットすることから、
当社経営者が交代する場合においても、その位置づけと経営者等への評価への反映
されることは、不変であり、本事業は継続される。また、本事業における成果取得に⾄る
までの研究開発やビジネス開発の過程は、当社社員・組織の知⾒の獲得と伝承に繋が
ることから、本事業終了後の更なる改善・展開拡⼤や別分野へのシナジー・横展開を
⾒据え、当社の次世代リーダーとなる中堅・若⼿も本事業体制のサブリーダークラスに
積極的に登⽤する。

- また、取締役会に定期報告を⾏う。取締役会で得た社内外取締役のコメントを検討し、
半年ごとに⾏われるマネジメントレビュー会議で協議・確認する。

- 本事業は異なる事業領域に跨る複数社での共同事業となる。当該複数社間によりステア
リング・コミッティ―を開催し、各々の⽴場からの客観的なコメントの授受を⾏い、⽅針決定や
資源配分等の意思決定における利害調整を⾏う。

- ワーキングレベルでは定期的な会議を開催し、また知財運営委員会を開催し、調整を⾏う。

- 事業化に向けたKPI、及び、諸条件は、本事業における応募書類（本書）での記載内容
を前提とするが、当社中期経営計画の中で燃料アンモニアは重点分野に指定されており、
本事業の進捗及び市場動向により、必要に応じた体制強化や事業化推進を加速する。

応募にあたっての当社経営のコミットメント

3. イノベーション推進体制／(2)マネジメントチェック項⽬①経営者等の事業への関与
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（１）取締役会等コーポレート・ガバナンスとの関係 （２）ステークホルダーとの対話、情報開⽰
• 中⻑期的な企業価値向上に関する情報開⽰

– 本事業の採択により、IR資料(2022年度第1四半期決算概要に本事業の概要を
記載済)・統合報告書(CO2分離回収として記載済)に本事業計画の内容を明⽰
的に位置付けており、その後においても事業上のステージゲートを通過した時点など、
適時の情報開⽰を⾏う。
(https://www.chiyodacorp.com/jp/csr/environment/business-
activities.html)

– 上述の通り、本事業が採択された場合には研究開発計画の概要をプレスリリース等
により対外公表する。

– 2022年度第1四半期決算概要、統合報告書に本事業の概要を記載し、情報公
開を実施している。

• 企業価値向上とステークホルダーとの対話
– 本事業は、当社中期経営計画の重点分野に位置付けられ、同計画の進捗、及び

に、経営への評価に直結するものとなる為、本事業については上述の情報開⽰等を
通じて株主や⾦融機関等のステークホルダーに加え、取引先やサプライヤー等に対し
ても適宜説明を⾏っている。

– また、本事業の成功時における効果（社会的価値等）に関し、本事業は事業領
域が異なる複数社での共同事業となる観点から、参画各社各々の⽴ち位置から国
⺠⽣活のメリットに重点を置いて、各社共同もしくは個社にて幅広くアピールを⾏う。

経営戦略の中核において「天然ガス燃焼排ガスからの低コストCO2分離・回収プロセス商⽤化の実現」事業を位置づけ、
企業価値向上とステークホルダーとの対話を推進

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– 当社再⽣計画（中計）においては、カーボンニュートラル化に向けた対応・取組みを

軸とする新規事業領域を2030年以降の当社全体の利益の50％前後まで伸⻑させ
ることを掲げている。カーボンニュートラル化における別途の重点開発分野としている
CCUS展開とも有機的に連携させ、上述の中期経営計画を実現する。

• 経営戦略への位置づけ、事業戦略・事業計画の決議・変更

– 当社は1948年の設⽴来、「技術による社会への奉仕」を企業スローガンとし、「エネル
ギーと環境の調和」という経営理念の下、国内外のプロジェクトに関わり、各年代にお
けるエネルギー・トランジションと環境問題に真摯に向き合いながら技術⾰新を続けて
きた歴史を有している。上記の中期経営計画、これに基づく事業戦略・事業計画、
及び、同戦略・計画の中に位置づけられる本事業は、夫々、経営諮問会議と取締
役会での決議がなされている。従い、その変更についても同様の決議を必要とする。

（https://www.chiyodacorp.com/jp/csr/message/message.html）

– 本事業の進捗状況等については、経営との隔⽉モニタリング会議と半年毎のマネジメ
ント・レビュー会議で定期的にモニタリング・監督されており、その場での議論を通じ更
なる体制強化等の適宜⾒直しが⾏われる。

• 決議事項と研究開発計画の関係
– 上記で決議された本事業は、当社中期経営計画実⾏上の重点分野として位置づ

けられており、同計画に基づく会社全体の研究開発計画の中でも優先度が⾼く位置
付けられている。

応募にあたっての当社経営のコミットメント

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項⽬② 経営戦略における事業の位置づけ
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（１）経営資源の投⼊⽅針

（２）専⾨部署の設置と⼈材育成
• 専⾨部署の設置

– 左記 (1) 経営資源の投⼊⽅針に記述の通り、機動的な意思決定を可能とする
組織構造・権限設定を⾏っている。

– 本書にて記述の通り、事業環境の変化に伴う産業アーキテクチャや⾃社のビジネス
モデルについては、本事業の座組における共同実施企業及びに当社内連携におけ
る経営層/社外取締役との協議、また適時のステークホルダー等への情報開⽰によ
り、 不断に検証する体制を構築している。

• 若⼿⼈材の育成
– 本書3.イノベーション推進体制 / (2) マネジメントチェック項⽬①経営者等の事業

への関与 (3) 事業の継続性確保の取組に記述の通り、将来のエネルギー・産業
構造転換を⾒据え、当該分野を中⻑期的に担う若⼿⼈材に対して育成機会を
提供し、企業価値向上につなげている。

– 研究機構であるRITEと共同研究を⾏っている。

機動的に経営資源を投⼊し、社会実装、企業価値向上に繋ぐ組織体制を整備

• 機動的な経営資源投⼊、実施体制の柔軟性の確保
– カーボンニュートラル化に向けた対応・取組みを軸とする新規事業領域を2030年以降

の当社全体の利益の50％程度にまで伸⻑させる為、2019年に本事業を担当するフ
ロンティアビジネス本部を設⽴した経緯があり、当該本部が経営から⼀定の権限委譲
を受けて、事業の進捗状況や事業環境の変化を踏まえた開発体制や⼿法等の必要
且つタイムリーな⾒直しや、追加的なリソース投⼊等を⾏う準備・体制を整えている。
また前述の「取締役会での決議」において、本事業は重点分野と位置付けられること
で、本事業を担当するフロンティアビジネス本部を超えた他本部間の連携・リソースシフ
トが必要となった際は経営層との定期的な協議の中で臨機応変に対応できる体制を
構築している。統合報告書には、CO2分離回収として記載済。

– 本事業の推進にあたっては事業の成功が最⼤のプライオリティとなる為、社内や部⾨
内の経営資源に拘らず、⽬標達成に必要であれば本事業における共同参画企業等
を含め、躊躇なく外部資源を活⽤する⽤意がある。

– ⽇本のCCS事業法、⽶国のインフレ抑制法、欧州のREPower EU等低炭素化を推
進する制度ができた。⽇本のCCS事業法の議論も進捗しており、本事業の成果がまた
れていると認識している。
本事業参画企業の座組における強みはプロセス/商業設備の開発者（当社）に加
え、製品の需要者と製造者が含まれることであり、本事業の過程におけるプロトタイプ
に対するフィードバック等を参画企業内でやり取りすることが可能であり、これを踏まえて
もし想定外の内容があった場合には迅速に⽅針を⾒直すことは⼗分に可能である。

– 当社が机上検討した結果をJERAに情報共有し、フィードバックを得て、内容の⾒直し
をアジャイルに⾏っている。

• 全社事業ポートフォリオにおける本事業への⼈材・設備・資⾦の投⼊⽅針
– 本事業実施にあたっての投⼊予定⼈材についてはイノベーション推進体制 / (1)組織

内の事業推進体制 「組織内体制図」及び「組織内の役割分担」を参照願う。

– 総事業費節減の観点から、既存の設備・⼟地の活⽤を念頭におく。
Phase1においては、吸収材の開発とプロセスの机上検討を⾏う。
Phase2では、当社研究所にベンチプラントを建設し、⼩規模・模擬ガスのデータを
取得する。
Phase3では、JERA⽕⼒発電所にパイロットプラントを建設し、⼤規模・実ガスのデータ
を取得する。

- 当社はCCUSを含むCO2のチェーン構築を最終⽬標としており、本事業の成果に加え
て、本事業以外の部分も積極的に事業開発を実施する意向である。これに伴う具
体的な経営資源の投⼊は、本事業の進捗と併せ、今後の市場動向に関する検討
により決定される。

- 短期的な経営指標に左右されずに資源の投⼊を継続するかの観点についてはイノ
ベーション推進体制 / (2) マネジメントチェック項⽬①経営者等の事業への関与 (3)
事業の継続性確保の取組に記述している通り、当社中期経営計画における本事業
の位置付けにより、短期的な⽬線によらず、必要に応じての資源が投⼊されることが
確認できる。

応募にあたっての当社経営のコミットメント

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項⽬③ 事業推進体制の確保
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本研究開発について



12

実施スケジュール

2022 2025 2030
ステージゲート ステージゲート

Phase
1

Phase 2
ベンチ装置

Phase 3
実ガス試験

新規固体吸収材開発

新規固体吸収材の
量産・コストダウン検討

新規固体吸収材の
製法確⽴

吸収材改良検討

ベンチ試験装置建設と
運転

商⽤機概念設計

実ガスパイロット装置建設と運転

FY

CO2利⽤/処理⽅法
の調査・概略検討

事業計画策定
商業機適⽤先検討

CCUS連携実証
CCUS連携実証技術の選定

Utilization試験装置設計・積算

全体スケジュール

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

研究開発項⽬・事業規模 実施主体

4. CCUS連携実証 JERA(主担当)
CYD

1. 吸収材開発 RITE(主担当)
CYD、JERA

・ 吸収材の候補選定
・ 吸収材の評価を開始
・ 担持技術候補の確認

2. PCCプロセス開発 CYD(主担当)
RITE、JERA

・ プロセスシミュレーターの開発
・ 経済性の検討
・ 吸収塔の検討
・ ⽕⼒発電所運転条件の確認
・発電所との連携による影響の
検討開始

3. CCUSを含む全体
システム実装検討

JERA(主担当)
CYD、RITE

・ 外部機関を使⽤した、
CO2有効利⽤技術の
候補をピックアップ

現在の進捗
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

標準化を活⽤した事業化戦略（標準化戦略）の取組⽅針・考え⽅

本事業期間におけるオープン戦略（標準化等）またはクローズ戦略（知財等）の具体的な取組内容（※推進体制については、3.(1)組織内の事業推進体制に記載）

国内外の動向・⾃社のルール形成(標準化など)の取組状況

• 知財のオープン・クローズ戦略については、競合技術の動向を確認しながら、開発した技術毎に3社で協議し決める。
• 欧州委員会での規制議論をCYDにとって不利なものとしないよう、欧州にパートナーを作る等の対応を検討する。

• 当社は、2021年に中期経営計画をアップデートした中、カーボンニュートラル化に
関連する事業を含む新規事業領域について2030年断⾯における全体の当社利
益の内、50％程度まで伸⻑させることを掲げている。

• 上記に向けた⼀環として、天然ガスタービンの排ガスCO2をターゲットに本分離回
収技術の研究開発を遂⾏している。

（規制動向）
• 炭素税、ΔCO2のtax incentive、市場での取引などは法律や規制に基づくもの
で、現時点では国や地域によって異なる。

（CO2分離回収事業・技術の現状）
• ⽯炭⽕⼒のCO2回収技術については、商⽤化されている。
それ以外の排ガスCO2濃度域(DACや、天然ガス⽕⼒向け)は、
技術開発中である。

（これまでの⾃社による標準化、知財、規制対応等に関する取組）
• 吸収材開発はRITE、PCCプロセス開発は千代⽥、発電所とのインテグレーション
はJERA、それぞれの知⾒を活かすことで、吸収材・PCCプロセスの知財及び今後
の設備運⽤に関わるノウハウの蓄積を⾏う。

市場導⼊(事業化)しシェアを獲得するために、ルール形成(標準化等)を検討・実施
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2022年度 ・・・ 2025年度 ・・・ 2027年度 ・・・ 2031年度 ・・・ 2041年度

売上⾼

研究開発費

取組の段階

CO2削減効果 - ・・・ - ・・・ - ・・・ 15,900 kトン

研究開発

投資計画

1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

 本事業終了後も性能に応じて研究開発を継続し、2031年頃の事業化を⽬指す。
 国内外の天然ガス⽕⼒市場での販売を図り、2041年頃に投資回収できる⾒込み。

9年間の研究開発の後、2031年頃の事業化、2041年頃の投資回収を想定

事業化 投資回収

約100.8億円（本事業の⽀援期間）

新規固体吸収材の開発 ベンチ試験 実ガス実証 社会実装

国内だけでなく海外へのCO2分離・回収装置の社会実装を⾒据え、
世界の天然ガスカーボンニュートラル化に向けた社会実装を⽬指す。


